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新聞業界の「低炭素社会実行計画」（2020年目標） 

 計画の内容 

１．国内

の企業活

動におけ

る 2020

年の削減

目標 

目標 エネルギー消費量（原油換算）を、目標年（2020年度）において、基準年（

2005年度）の水準より13％以上削減する。 

設定 

根拠 

対象とする事業領域：  

新聞・通信各社の本社・支社等のオフィス部門および印刷工場 

将来見通し：  

BAT：  

電力排出係数：  

その他：  

※2014年度実績のエネルギー消費量（原油換算）は、基準年（

2005年度）比で△26.1％となり、日本新聞協会が2013年4月に策

定した「環境対策に関する第2次自主行動計画」における数値目

標（2020年目標）を、各社の努力により2015年度までに達成した

ことを確認した。そのため、当協会では新たに数値目標（2030年

目標）を策定し、2016年12月1日から第3次環境自主行動計画に移

行した。第3次自主行動計画は以下のウェブサイト掲載の通りで

ある。 

http://www.pressnet.or.jp/about/environment/ 

 

２．低炭素製品・

サービス等によ

る他部門での削

減 

概要・削減貢献量： 
 
 

３．海外での 

削減貢献 

概要・削減貢献量： 
 

４．革新的技術の

開発・導入 

概要・削減貢献量： 

 

５．その他の 

取組・特記事項 
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新聞業界の「低炭素社会実行計画」（2030年目標） 

 計画の内容 

１．国内

の企業活

動におけ

る 2030

年の削減

目標 

目標 

エネルギー消費原単位を、目標年（2030年度）まで、2013年を基準年として年

平均１％削減する。 

 

 

設定 

根拠 

対象とする事業領域：  

新聞・通信各社の本社・支社等のオフィス部門および印刷工場。 

 

 

将来見通し：  

  

 

BAT：  

 

 

電力排出係数：  

 

 

その他：  

・新たに策定した2030年目標では、指標を「エネルギー消費原単位」とし、そ

の算出には「延べ床面積」を用いる。2020年目標の指標は「エネルギー消費

量（原油換算）」だった 

・基準年は政府の2030年目標（政府公約）と同一年 

・カバー率（社数ベース）のアップを目指す 

 

 

２．低炭素製品・

サービス等によ

る他部門での削

減 

概要・削減貢献量：  
・環境啓発記事・広告の掲載 

・環境関連イベントの主催・共催・協賛 

・新聞協会主催の研修会を通じた環境問題に対する社員の意識向上・啓発 

３．海外での 

削減貢献 

概要・削減貢献量：  
※日本国内での事業活動を前提にしている。 

４．革新的技術の

開発・導入 

概要・削減貢献量：  
2015 年度に新聞協会賞技術部門を受賞した読売新聞東京本社は、2015 年 1

月に国内で初めて新聞印刷輪転機に適応した完全無処理 CTP プレート（無処理
版）を実用化した。無処理版は自動現像機が不要となり、廃液が一切排出され
ない刷版制作技術であることから、環境負荷低減が可能となった。 
実用化から 1 年半で 4 つの新聞社が印刷工場で導入しており、さらに複数の

新聞社が導入を検討している。 
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５．その他の 

取組・特記事項 

【新聞社全体の取り組み】 

・環境啓発記事・広告の掲載 

・環境関連イベントの主催・共催・協賛 

・環境理念・基本方針等の設定 

・自社ウェブサイトでのＰＲ 

・リサイクルの推進 

【本社・印刷工場におけるハード面の取り組み】 

・オフィス部門・印刷工場で使用する電力機器等の抑制、省エネ対応機器の導

入 

・照明の間引きや省エネ・人感センサー型照明器具の導入 

・用紙使用量の削減（両面印刷や社内文書の電子化推進など） 

・環境対応型インキ使用 

・印刷損紙節減 

・新聞梱包用バンド、古紙のリサイクル 

・刷版をリサイクルし、再度刷版として利用 

【本社・印刷工場におけるソフト面の取り組み】 

・社内環境対策推進体制の向上 

・不要照明等のこまめな消灯 

・冷暖房機器の温度設定変更 

・空調機器の使用時間の見直し 

・クールビズ、ウォームビズの実施 

・パソコン・ＯＡ機器等の省エネモード設定や不在時、昼休み時の電源オフの

徹底 

【その他の取り組み】 

・各種制度（グリーン購入ネットワーク、Ｊ－ＭＯＳＳなど）の導入 

・植林活動 

・「再生可能エネルギー」の利用促進 
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新聞業における地球温暖化対策の取組 

 

平成 28年 11月 16日 

一般社団法人日本新聞協会 

 

I. 新聞業の概要 

（１） 主な事業 

 日本新聞協会に加盟する新聞・通信社の主な事業は、日刊新聞の発行である。また、新聞発行業

以外にも、出版・印刷業、情報提供サービス業、各種文化事業などを行っている。 

 

 

 

 

 

（２） 業界全体に占めるカバー率 

 

出所：業界アンケートに基づき作成。新聞協会は発行部数１万部以上の日刊紙が加盟している団体。

新聞にはこのほか発行頻度や有料・無料の別など様々な形態があり、新聞協会は業界全体の社数、

紙数などを把握していない。 

 

（３） 計画参加企業・事業所 

① 低炭素社会実行計画参加企業リスト 

 

■ 【別紙１】参照。 

 

 

 

② 各企業の目標水準及び実績値 

 

■ エクセルシート【別紙２】参照。 

 

 

業界全体の規模 業界団体の規模 
低炭素社会実行計画 

参加規模 

企業数  
団体加盟 
企業数 

１０８ 社 
計画参加 
企業数 

 
１０６ 社 

 

市場規模  
団体企業 
売上規模 

 
参加企業 
売上規模 

 
 

エネルギー
消費量 

 

団体加盟
企業エネ
ルギー消
費量 

 

計画参加
企業エネ
ルギー消
費量 

214,712.7kl 
（原油換算） 
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（４） カバー率向上の取組 

① カバー率の見通し 

 

年度 

自主行動計画 

（2012年度） 

実績 

低炭素社会実

行計画策定時 

（2013年度） 

2015年度 

実績 

2016年度 

見通し 

2020年度 

見通し 

2030年度 

見通し 

企業数 

 

78社 

72％ 

 

 

102社 

94.4％ 

 

 

106社

98.1％ 

 

98.1％  98.1％  98.1％  

売上規模       

エネルギー

消費量 
      

（カバー率の見通しの設定根拠） 

 現状維持を前提とする。 

 

 

 

 

② カバー率向上の具体的な取組 

 

 取組内容 取組継続予定 

2015年度 

参加呼びかけ（各社社長級の会合等） 有 

取り組み状況の共有（団体ニュースレター・ＨＰ等） 有 

業界セミナーの開催 有 

中小企業への情報提供 有 

2016年度以降 

参加呼びかけ（各社社長級の会合等） 有 

取り組み状況の共有（団体ニュースレター・ＨＰ等） 有 

業界セミナーの開催 有 

中小企業への情報提供 有 

（取組内容の詳細） 

 環境問題を所管する委員会の委員長（全国紙社長）名で毎年、加盟新聞・通信全社に調査票を送

り、自主行動計画の意義を説明し、調査への協力を求めている。第3次自主行動計画への移行を前

提に実施した2016年度調査（2015年度を対象）では、基準年変更が功を奏し、カバー率（社数ベー

ス）で98％台を達成した。 

今後とも、これを前提に進めていきたい。 
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II. 国内の企業活動における 2020 年・2030 年の削減目標 

 

【削減目標】 

＜2020年＞（2013年 4月策定） 

 新聞・通信各社の本社･支社等のオフィス部門および印刷工場におけるエネルギー消費量（原油

換算）を、目標年（2020年度）において、基準年（2005年度）の水準より13％以上削減する。 

 

＜2030年＞（2016年 11月策定） 

新聞・通信各社の本社･支社等のオフィス部門および印刷工場におけるエネルギー消費原単位

を、目標年（2030年度）まで、2013年を基準年に年平均１％削減する。 

 

【目標の変更履歴】 

＜2020年＞ 

 

 

 

＜2030年＞ 

 

 

 

【その他】 
 

 

 

 

【昨年度フォローアップ結果を踏まえた目標見直し実施の有無】 

□ 昨年度フォローアップ結果を踏まえて目標見直しを実施した 

（見直しを実施した理由） 

 

 

 

■ 目標見直しを実施していない 

（見直しを実施しなかった理由） 

新聞協会が2013年4月に策定した第2次自主行動計画における2020年目標は、各社の努力により

2015年度までに達成することができた。そのため新たに2030年目標を策定し、2016年12月1日から

第3次自主行動計画に移行した。目標達成に加え、今後はより多くの新聞・通信社に参加してもら

う必要があると判断した（社数カバー率向上）。 

 

【今後の目標見直しの予定】（Ⅱ．（１）③参照。） 

□ 定期的な目標見直しを予定している（○○年度、○○年度） 

□ 必要に応じて見直すことにしている 

（見直しに当たっての条件） 
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（１） 削減目標 

① 目標策定の背景 

＊ 目標策定の際に前提とした、目下の業界の置かれている状況、生産実態等を具体的に記載。 

・新聞協会が 2013年 4月に策定した第 2次自主行動計画における 2020年目標は、各社の努力によ

り 2015年度までに達成することができた 

・カバー率（社数ベース）のアップを目指す 

 

② 前提条件 

【対象とする事業領域】 

・エネルギー：「電力」「都市ガス」「LPガス」「重油」「灯油」「蒸気」「温水」「冷水」が対象 

・延べ床面積：「本社･支社等のオフィス部門および印刷工場」が対象。なお、最終的な報告対象は

各社判断による 

 

 

【2020年・2030年の生産活動量の見通し及び設定根拠】 

<生産活動量の見通し＞ 

新聞協会は 2030年の生産活動量（延べ床面積）を予測した数値を出していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜設定根拠、資料の出所等＞ 

 

 

 

 

 

 

【計画策定の際に利用した排出係数の出典に関する情報】 ※CO₂目標の場合 

排出係数 理由／説明 

電力 

□ 実排出係数（○○年度 発電端／受電端） 

□ 調整後排出係数（○○年度 発電端／受電端） 

□ 特定の排出係数に固定 

   □ 過年度の実績値（○○年度 発電端／受電端） 

   □ その他（排出係数値：○○kWh/kg-CO₂ 発電端／受電端） 

 

＜上記排出係数を設定した理由＞ 
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その他燃料 

□ 総合エネルギー統計（○○年度版） 

□ 温対法 

□ 特定の値に固定 

□ 過年度の実績値（○○年度：総合エネルギー統計） 

□ その他 

 

＜上記係数を設定した理由＞ 

 

 

 

 

【その他特記事項】 

 

 

③ 目標指標選択、目標水準設定の理由とその妥当性 

【目標指標の選択理由】 

・目標年における生産活動量（2020 年目標では「部数」）の予測は、報道機関の役割の観点からし

ない 

・省エネ法に準拠（参加社の多くが同法対応社） 

・カバー率（社数ベース）向上 

 

 

【目標水準の設定の理由、自ら行いうる最大限の水準であることの説明】 

 

＜選択肢＞ 

□ 過去のトレンド等に関する定量評価（設備導入率の経年的推移等） 

□ 絶対量/原単位の推移等に関する見通しの説明 

■ 政策目標への準拠（例：省エネ法 1%の水準、省エネベンチマークの水準） 

□ 国際的に最高水準であること 

□ BAUの設定方法の詳細説明 

□ その他 

 

＜最大限の水準であることの説明＞ 

・2020 年目標は各社の努力で達成したため、新たに 2030 年目標を定めた第 3 次自主行動計画を策

定した。これは、新聞協会理事会で了承を得た後、加盟する新聞・通信各社の経営トップに周知

している 

・指標は、エネルギー消費量の使用効率を示す「エネルギー消費原単位」とした。省エネ法に準拠

している。基準年は、「未曾有」と表現しても良いであろう節電努力をした東日本大震災後の

2013年とした。そうすることで、新聞界を挙げて、さらなる改善に努力する姿勢を明確にした 

・目標とした数値（エネルギー消費原単位を年平均 1％削減）は、省エネ法の数値目標にならった。

算出するための分母を、数値が変動しにくい「延べ床面積」とした。これは、各社の省エネへの

努力が効率改善に結びつき、各社の取り組みをさらに推し進める動議付けになると判断したため

である。また、「延べ床面積」は、自社で原単位管理を行っている社の大多数が採用している 
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【BAUの定義】 ※BAU目標の場合 

＜BAUの算定方法＞ 

 

 

 

 

 

＜BAU水準の妥当性＞ 

 

 

 

 

＜BAUの算定に用いた資料等の出所＞ 

 

 

 

 

 

【国際的な比較・分析】 
 

□ 国際的な比較・分析を実施した（○○○○年度） 

（指標） 

 

 

 

（内容） 

 

 

 

 

（出典） 

 

 

 

（比較に用いた実績データ）○○○○年度 

 

■ 実施していない  

（理由） 
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【導入を想定しているＢＡＴ（ベスト・アベイラブル・テクノロジー）、ベストプラクティスの削

減見込量、算定根拠】 

＜設備関連＞ 

対策項目 
対策の概要、 

BATであることの説明 
削減見込量 

普及率見通

し 

   

基準年度

○％ 

↓ 

2020年度

○％ 

↓ 

2030年度 

○％ 

   

基準年度

○％ 

↓ 

2020年度

○％ 

↓ 

2030年度 

○％ 

 

 

 

 

 

基準年度

○％ 

↓ 

2020年度

○％ 

↓ 

2030年度 

○％ 

（各対策項目の削減見込量・普及率見通しの算定根拠） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参照した資料の出所等） 
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＜運用関連＞ 

対策項目 
対策の概要、 

ベストプラクティスであることの説明 
削減見込量 実施率見通し 

   

基準年度

○％ 

↓ 

2020年度

○％ 

↓ 

2030年度 

○％ 

   

基準年度

○％ 

↓ 

2020年度

○％ 

↓ 

2030年度 

○％ 

 

 

 

 
 

基準年度

○％ 

↓ 

2020年度

○％ 

↓ 

2030年度 

○％ 

（各対策項目の削減見込量・実施率見通しの算定根拠） 

 

 

 

 

 

 

 

（参照した資料の出所等） 
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＜その他＞ 

対策項目 
対策の概要、ベストプラクティスであることの

説明 
削減見込量 

実施率 

見通し 

   

基準年度

○％ 

↓ 

2020年度

○％ 

↓ 

2030年度 

○％ 

（各対策項目の削減見込量・実施率見通しの算定根拠） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参照した資料の出所等） 
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 2016年 7月に会員（新聞・通信）108社を対象に、日本新聞協会の自主行動計画への賛同社を募

るとともに、2015年度を対象としたエネルギー消費量および CO₂排出量削減への取り組み状況を把

握するためのアンケートを実施した。その結果は以下の通り（かっこ内はアンケート回答 106社の

うち取り組んでいる社の比率）。同アンケートは今後も年 1回の頻度で実施する。 

【新聞社全体の取り組み】 

・リサイクルの推進（72.6％） 

・環境啓発記事・広告の掲載（57.5％） 

・環境関連イベントの主催・共催・協賛（51.9％） 

・環境理念・基本方針等の設定（33.0％） 

・自社ウェブサイトでのＰＲ（26.4％） 

【本社・印刷工場におけるハード面の取り組み】 

・照明の間引きや省エネ・人感センサー型照明器具の導入（81.1％） 

・用紙使用量の削減（両面印刷や社内文書の電子化推進など）（79.2％） 

・印刷損紙節減（79.2％） 

・オフィス部門・印刷工場で使用する電力機器等の抑制、省エネ対応機器の導入（67.9％） 

・新聞梱包用バンド、古紙のリサイクル（67.9％） 

・環境対応型インキ使用（60.4％） 

・刷版をリサイクルし、再度刷版として利用（33.0％） 

【本社・印刷工場におけるソフト面の取り組み】 

・不要照明等のこまめな消灯（97.2％） 

・クールビズ、ウォームビズの実施（92.5％） 

・冷暖房機器の温度設定変更（87.7％） 

・パソコン・ＯＡ機器等の省エネモード設定や不在時、昼休み時の電源オフの徹底（68.9％） 

・空調機器の使用時間の見直し（64.2％） 

・社内環境対策推進体制の向上（35.8％） 

【その他の取り組み】 

・植林活動（14.2％） 

・「再生可能エネルギー」の利用促進（6.6％） 

・各種制度（グリーン購入ネットワーク、Ｊ－ＭＯＳＳなど）の導入（5.7％） 

 

 

※実施率の高い順に並べ替えて記載している 
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④ 目標対象とする事業領域におけるエネルギー消費実態 

 

【工程・分野別・用途別等のエネルギー消費実態】 

 

 

 

 

 

 

出所：業界アンケートに基づき作成 

     ※用途別エネルギー消費量は把握していない。 

 

 

 

 

 

 

 

【電力消費と燃料消費の比率（CO₂ベース）】 

 

電力： 88.4％ 

  燃料： 11.6％ 

 

88.4%

7.5%

3.0% 1.2%

燃料別エネルギー消費量

電力 ガス 油 蒸気・温水・冷水
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（２） 実績概要 

① 実績の総括表 

【総括表】（詳細はエクセルシート【別紙４】参照。） 

 基準年度 

(2013年度) 

2014年度 

実績 

2015年度 

見通し 

2015年度 

実績 

2016年度 

見通し 

2020年度 

目標 

2030年度 

目標 

生産活動量 

(延べ床面積 

・千㎡) 

2440.0 2467.5  2487.8    

エネルギー 

消費量 

(原油換算万kl) 

23.32 22.22  21.47    

電力消費量 

(億kWh) 
8.34 7.98  7.76    

CO₂排出量 

(万t-CO₂) 

53.92 

※１ 

50.09 

※２ 

 

※３ 

46.55 

※４ 

 

※５ 

 

※６ 

 

※７ 

エネルギー 

原単位 

（kl/千㎡） 

95.59 90.05  86.31    

CO₂原単位 

（t-CO₂ 

/千㎡） 

220.98 203.00  187.11    

 

【電力排出係数】 

 ※１ ※２ ※３ ※４ ※５ ※６ ※７ 

排出係数[kg-CO₂/kWh] 0.570 0.554  0.530    

実排出/調整後/その他 調整後 調整後  調整後    

年度 2013 2014  2015    

発電端/受電端 受電端 受電端  受電端    

 

 

【2020年・2030年実績評価に用いる予定の排出係数に関する情報】 

排出係数 理由／説明 

電力 

□ 実排出係数（発電端／受電端） 

■ 調整後排出係数（発電端／受電端） 

□ 特定の排出係数に固定 

   □ 過年度の実績値（○○年度 発電端／受電端） 

   □ その他（排出係数値：○○kWh/kg-CO₂ 発電端／受電端） 
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＜上記排出係数を設定した理由＞ 

 当面は、政府の計算フォーマットにある調整後排出係数を活用する予定 

 

 

その他燃料 

■ 総合エネルギー統計（2020度版） 

□ 温対法 

□ 特定の値に固定 

□ 過年度の実績値（○○年度：総合エネルギー統計） 

□ その他 

 

＜上記係数を設定した理由＞ 

当面は、政府の計算フォーマットにある総合エネルギー統計の係数を活用する予定 

 

 

 

② 2015 年度における実績概要 

【目標に対する実績】 
 
＜2020年＞ 

目標指標 基準年度/BAU 目標水準 
2015年度実績① 
（基準年度比

/BAU比） 

2015年度実績② 
（2014年度比） 

     

 
＜2030年＞ 

目標指標 基準年度/BAU 目標水準 
2015年度実績① 
（基準年度比

/BAU比） 

2015年度実績② 
（2014年度比） 

エネルギー消費原単位 2013年度 年平均△1％ △9.7％ △4.2％ 

 

 

【CO₂排出量実績】 

 

 
2015年度実績 基準年度比 2014年度比 

CO₂排出量  46.55万t-CO₂ △13.7％ △7.1％ 
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③ データ収集実績（アンケート回収率等）、特筆事項 

【データに関する情報】 

 

指標 出典 設定方法 

生産活動量 

□ 統計 

□ 省エネ法 

■ 会員企業アンケート 

□ その他（推計等） 

 

エネルギー消費量 

□ 統計 

□ 省エネ法 

■ 会員企業アンケート 

□ その他（推計等） 

 

CO₂排出量 

□ 統計 

□ 省エネ法・温対法 

□ 会員企業アンケート 

□ その他（推計等） 

 

 

【アンケート実施時期】 

2016年 7月（対象時期は 2015年 4月～2016年 3月） 

 

 

【アンケート対象企業数】 

108社 

 

【アンケート回収率】 

98.1％ 

 

【業界間バウンダリーの調整状況】 

■ 複数の業界団体に所属する会員企業はない 

□ 複数の業界団体に所属する会員企業が存在 

 

□ バウンダリーの調整は行っていない 

（理由） 

 

 

 

□ バウンダリーの調整を実施している 

＜バウンダリーの調整の実施状況＞ 

 

 

 

【その他特記事項】 
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④ 生産活動量、エネルギー消費量・原単位、CO₂排出量・原単位の実績 

【生産活動量】 

＜2015年度実績値＞ 

生産活動量（単位：千㎡）：2487.8（基準年度比 2.0％増、2014年度比 0.8％増） 

 

＜実績のトレンド＞ 

（グラフ） 

 

 

 

 

 

 

 

（過去のトレンドを踏まえた当該年度の実績値についての考察） 

 自主行動計画参加社の生産活動量（延べ床面積）については、年度ごとに参加社数が異なってい

るため、単純な経年比較はできない。 

ただ、生産活動量（延べ床面積）は、基準年の 2013年からは 2％の微増だった。 

※2030年目標における生産活動量は延べ床面積 
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自主行動計画 低炭素社会実行計画
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【エネルギー消費量、エネルギー原単位】 

＜2015年度の実績値＞ 

エネルギー消費量（単位：万 kl）：21.47 （基準年度比△7.9％、2014年度比△3.4％） 

エネルギー原単位（kl／千㎡）：86.31 （基準年度比△9.7％、2014年度比△4.2％） 

 

＜実績のトレンド＞ 

（グラフ） 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

（過去のトレンドを踏まえた当該年度の実績値についての考察） 

 エネルギー消費量については、年度ごとに参加社数が異なっているため、単純な経年比較はできない。 

ただ、上記グラフからは、エネルギー消費量およびエネルギー消費原単位は、総じて減少傾向を

たどっていることがうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

19
90
年
度

19
97
年
度

19
98
年
度

19
99
年
度

20
00
年
度

20
01
年
度

20
02
年
度

20
03
年
度

20
04
年
度

20
05
年
度

20
06
年
度

20
07
年
度

20
08
年
度

20
09
年
度

20
10
年
度

20
11
年
度

20
12
年
度

20
13
年
度

20
14
年
度

20
15
年
度

20
16
年
度

20
17
年
度

20
18
年
度

20
19
年
度

20
20
年
度

20
30
年
度

エ
ネ
ル
ギ
ー
原
単
位

[k
l/
千
㎡

]

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

[k
l]

エネルギー消費量・原単位の推移

エネルギー消費量[kl] エネルギー消費量見通し

エネルギー原単位[kl/千㎡] エネルギー原単位見通し

自主行動計画 低炭素社会実行計画
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＜他制度との比較＞ 

（省エネ法に基づくエネルギー原単位年平均△1%以上の改善との比較） 

省エネ法の努力目標であるエネルギー原単位年平均 1%以上の削減目標に照らしても、改善が進

んでいると思われる。 

 

 

 

 

 

 

（省エネ法ベンチマーク指標に基づく目指すべき水準との比較） 

□ ベンチマーク制度の対象業種である 

＜ベンチマーク指標の状況＞ 

ベンチマーク制度の目指すべき水準：○○ 

2015年度実績：○○ 

 

 

＜今年度の実績とその考察＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ ベンチマーク制度の対象業種ではない 
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【CO₂排出量、CO₂原単位】 

＜2015年度の実績値＞ 

CO₂排出量（単位：万ｔ-CO₂）：46.55 （基準年度比△13.7％、2014年度比△7.1％） 

CO₂原単位（単位：ｔ-CO₂／千㎡）：187.11 （基準年度比△15.3％、2014年度比△7.8％） 

 

＜実績のトレンド＞ 

（グラフ） 

 

 

 

 

 

 

排出係数： 

 

（過去のトレンドを踏まえた当該年度の実績値についての考察） 

 新聞協会では、CO₂排出量削減を直接的な目標指標に設定しておらず、算出された排出量についても、

年度ごとに参加社数が異なっているため、単純な経年比較はできない。 

ただ、上記グラフからは、CO₂排出量および CO₂排出量原単位ともに総じて減少傾向をたどってい

ることがうかがえる。 
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【要因分析】（詳細はエクセルシート【別紙５】参照） 

 

（CO₂排出量） 

 
基準年度→2015年度変化分 2014年度→2015年度変化分 

（万 t-CO₂） （％） （万 t-CO₂） （％） 

事業者省エネ努力分 △5.123 △9.5 △2.049 △4.1 

燃料転換の変化 △0.488 △0.9 △0.290 △0.6 

購入電力の変化 △2.740 △5.1 △1.600 △3.2 

生産活動量の変化 0.974 1.8 0.396 0.8 

 

（エネルギー消費量） 

 
基準年度→2015年度変化分 2014年度→2015 年度変化分 

（万ｋｌ） （％） （万ｋｌ） （％） 

事業者省エネ努力分 △2.310 △9.9 △0.931 △4.2 

生産活動量の変化 0.457 2.0 0.183 0.8 

 

（要因分析の説明） 

新聞協会では、CO₂排出量やエネルギー消費量の削減を直接的な目標指標に設定しておらず、算出さ

れた排出量についても、年度ごとに参加社数が異なっているため、単純な経年比較はできない。 

ただ、上記表からは、CO₂排出量およびエネルギー消費量ともに総じて減少傾向をたどり、特に「事

業者省エネ努力分」が大きく寄与していることがうかがえるため、これを糧に、新聞界として引き

続き努力していきたい。 
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⑤ 実施した対策、投資額と削減効果の考察 

 

【総括表】（詳細はエクセルシート【別紙６】参照。） 

年度 対策 投資額 

年度当たりの 

エネルギー削減量 

CO₂削減量 

設備等の使用期間

（見込み） 

2015年度 

    

    

    

2016年度 

    

    

    

2017年度 

以降 

    

    

    

 

【2015年度の取組実績】 

（取組の具体的事例） 

 

 

 

 

 

（取組実績の考察） 

 

 

 

 

 

【2016年度以降の取組予定】 

（今後の対策の実施見通しと想定される不確定要素） 
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【BAT、ベストプラクティスの導入進捗状況】 

 

BAT・ベストプラクティス等 導入状況・普及率等 導入・普及に向けた課題 

 

2015年度 ○○% 

2020年度 ○○% 

2030年度 ○○% 

 

 

2015年度 ○○% 

2020年度 ○○% 

2030年度 ○○% 

 

 

2015年度 ○○% 

2020年度 ○○% 

2030年度 ○○% 

 

 

【業界内の好取組事例、ベストプラクティス事例、共有や水平展開の取り組み】 
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⑥ 想定した水準（見通し）と実績との比較・分析結果及び自己評価 

【目標指標に関する想定比の算出】 
＊ 想定比の計算式は以下のとおり。 

想定比【基準年度目標】＝（基準年度の実績水準－当年度の実績水準） 

               ／（基準年度の実績水準－当年度の想定した水準）×100（％） 

想定比【BAU 目標】＝（当年度の削減実績）／（2020 年度の目標水準）×100（％） 

 
想定比＝（計算式） 

 

 ＝○○％ 

 

【自己評価・分析】（３段階で選択） 

 

＜自己評価及び要因の説明＞ 

□ 想定した水準を上回った（想定比＝110%以上） 

□ 概ね想定した水準どおり（想定比＝90％～110%） 

□ 想定した水準を下回った（想定比＝90%未満） 

■ 見通しを設定していないため判断できない（想定比=－） 

 

（自己評価及び要因の説明、見通しを設定しない場合はその理由） 

 個別の会員社はともかく、新聞協会では将来の生産活動量について予測値は出していない。 

 

 

（自己評価を踏まえた次年度における改善事項） 

 

 

 

 

⑦ 次年度の見通し 

【2016年度の見通し】 

 生産活動量 
エネルギー 

消費量 

エネルギー 

原単位 
CO₂排出量 CO₂原単位 

2015年度 

実績 

2487.8 
（延べ床面積・千

㎡） 

21.47 
（原油換算・万 Kl） 

86.31 
（kl／千㎡） 

46.55 
(万 t-CO₂) 

187.11 

（t-CO₂/千㎡） 

2016年度 

見通し 
     

（見通しの根拠・前提） 
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⑧ 2020 年度の目標達成の蓋然性 

【目標指標に関する進捗率の算出】 
＊ 進捗率の計算式は以下のとおり。 

進捗率【基準年度目標】＝（基準年度の実績水準－当年度の実績水準） 

               ／（基準年度の実績水準－2020 年度の目標水準）×100（％） 

進捗率【BAU 目標】＝（当年度の BAU－当年度の実績水準）／（2020 年度の目標水準）×100（％） 

 
進捗率＝（計算式） 
 

 ＝○○％ 

 

【自己評価・分析】（３段階で選択） 

＜自己評価とその説明＞ 

□ 目標達成が可能と判断している 

 

（現在の進捗率と目標到達に向けた今後の進捗率の見通し） 

 

 

 

（目標到達に向けた具体的な取組の想定・予定） 

 

 

 

（既に進捗率が 2020年度目標を上回っている場合、目標見直しの検討状況） 

 

 

 

□ 目標達成に向けて最大限努力している 

 

（目標達成に向けた不確定要素） 

 

 

 

 

（今後予定している追加的取組の内容・時期） 
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□ 目標達成が困難 

 

（当初想定と異なる要因とその影響） 

 

 

 

 

 

（追加的取組の概要と実施予定） 

 

 

 

（目標見直しの予定） 

 

 

 

⑨ 2030 年度の目標達成の蓋然性 

【目標指標に関する進捗率の算出】 
＊ 進捗率の計算式は以下のとおり。 

進捗率【基準年度目標】＝（基準年度の実績水準－当年度の実績水準） 

               ／（基準年度の実績水準－2030 年度の目標水準）×100（％） 

進捗率【BAU 目標】＝（当年度の BAU－当年度の実績水準）／（2030 年度の目標水準）×100（％） 

 
進捗率＝（計算式） 
 

 ＝○○％ 

 

【自己評価・分析】 

 

（目標達成に向けた不確定要素） 

 

 

 

 

（既に進捗率が 2030年度目標を上回っている場合、目標見直しの検討状況） 
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⑩ クレジット等の活用実績・予定と具体的事例 

 

【業界としての取組】 

□ クレジット等の活用・取組をおこなっている 

□ 今後、様々なメリットを勘案してクレジット等の活用を検討する 

□ 目標達成が困難な状況となった場合は、クレジット等の活用を検討する  

■ クレジット等の活用は考えていない 

 

【活用実績】 
 

□ エクセルシート【別紙７】参照。 

 

【個社の取組】 

□ 各社でクレジット等の活用・取組をおこなっている 

□ 各社ともクレジット等の活用・取組をしていない 

 

【具体的な取組事例】 

 

取得クレジットの種別  

プロジェクトの概要  

クレジットの活用実績  

 

取得クレジットの種別  

プロジェクトの概要  

クレジットの活用実績  

 

取得クレジットの種別  

プロジェクトの概要  

クレジットの活用実績  
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Ⅲ．業務部門（本社等オフィス）・運輸部門等における取組 

（１） 本社等オフィスにおける取組 

① 本社等オフィスにおける排出削減目標 

 

□ 業界として目標を策定している 
 

削減目標：○○年○月策定 

【目標】 

 
 

【対象としている事業領域】 

 

 

 

■ 業界としての目標策定には至っていない 

（理由） 

 自主行動計画策定時に、部門ごとの消費量を算出せず、業界として支社、支局、通信局などオ

フィスの定義も統一していない。 

 

 

 

② エネルギー消費量、CO₂排出量等の実績 

 

本社オフィス等の CO₂排出実績（○○社計） 

 
2008 

年度 

2009年

度 

2010年

度 

2011年

度 

2012年

度 

2013年

度 
2014 

年度 

2015 

年度 

床面積 

（万㎡） 
        

エネルギー消費量 

（MJ） 
        

CO₂排出量 

（万 t-CO₂） 
        

エネルギー原単位 

（MJ/㎡） 
        

CO₂原単位 

（t-CO₂/万㎡） 
        

 

□ Ⅱ．（２）に記載の CO₂排出量等の実績と重複 

 

□ データ収集が困難 

（課題及び今後の取組方針） 
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③ 実施した対策と削減効果 

 

【総括表】（詳細はエクセルシート【別紙８】参照。） 

 

（単位：t-CO₂） 

 
照明設備等 空調設備 エネルギー 建物関係 合計 

2015年度実績      

2016年度以降      

 

【2015年度の取組実績】 

（取組の具体的事例） 

 

 

 

 

 

（取組実績の考察） 

 

 

 

 

【2016年度以降の取組予定】 

（今後の対策の実施見通しと想定される不確定要素） 
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（２） 運輸部門における取組 

① 運輸部門における排出削減目標 

 

□ 業界として目標を策定している 
 

削減目標：○○年○月策定 

【目標】 

 
 

 

【対象としている事業領域】 

 

 

 

 

■ 業界としての目標策定には至っていない 

（理由） 

 取材・営業用の自家用貨物車や社用車は各社の業務や業態が異なるので把握できない。なお、新

聞輸送は新聞社本体の取り組みではない。 

 

 

 

② エネルギー消費量、CO₂排出量等の実績 

 

 
2008 

年度 

2009 

年度 

2010 

年度 

2011 

年度 

2012 

年度 

2013 

年度 

2014 

年度 

2015 

年度 

輸送量 

（トン･km） 
        

エネルギー消費量 

（MJ） 
        

CO₂排出量 

（万 t-CO₂） 
        

エネルギー原単位 

（MJ/m2） 
        

CO₂原単位 

（t-CO₂/トン・km） 
        

 

□ Ⅱ．（２）に記載の CO₂排出量等の実績と重複 

 

■ データ収集が困難 

（課題及び今後の取組方針） 

 新聞輸送は新聞社本体の取り組みではないが、委託先に取り組みの充実を働きかけていきたい。 
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③ 実施した対策と削減効果 

＊ 実施した対策について、内容と削減効果を可能な限り定量的に記載。  

 

年度 対策項目 対策内容 削減効果 

2015年度  
 

○○t-CO₂／年 

    

    

2016年度以降   ○○t-CO₂／年 

    

    

 

【2015年度の取組実績】 

（取組の具体的事例） 

 

 

 

（取組実績の考察） 

 

 

 

 

【2016年度以降の取組予定】 

（今後の対策の実施見通しと想定される不確定要素） 

 

 

 

（３） 家庭部門（環境家計簿等）、その他の取組 
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Ⅳ．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献 

（１） 低炭素製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠 

 

 

（当該製品等の特徴、従来品等との差異等、及び削減見込み量の算定根拠） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 2015 年度の取組実績 

（取組の具体的事例） 

新聞・通信社として、環境啓発記事・広告の掲載や環境関連イベントの主催・共催・協賛をして

いる。新聞協会主催の環境対策実務担当者研修会は、2015年度で 8回を数える。 

 

 

 

（取組実績の考察） 

国民各層、社員の環境に対する意識を高めることに貢献していると思われる。 

 

 

 

（３） 2016 年度以降の取組予定 

 

 

 

 
低炭素製品・ 

サービス等 

削減実績 

（2015年度） 

削減見込量 

（2020年度） 

削減見込量 

（2030年度） 

1     

2     

3     
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Ⅴ．海外での削減貢献 

（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠 

 

 

（削減貢献の概要、削減見込み量の算定根拠） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 2015 年度の取組実績 

（取組の具体的事例） 

 

 

 

 

（取組実績の考察） 

 

 

 

 

（３） 2016 年度以降の取組予定 

 

 

 

 

 海外での削減貢献 
削減実績 

（2015年度） 

削減見込量 

（2020年度） 

削減見込量 

（2030年度） 

1     

2     

3     
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Ⅵ．革新的技術の開発・導入 

（１） 革新的技術の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠 

（技術の概要・算定根拠） 

 

 

 

 

（２） 技術ロードマップ 

 革新的技術 2015 2016 2017 2020 2025 2030 

1        

2        

3        

 

（３） 2015 年度の取組実績 

（取組の具体的事例） 

・2015 年度に新聞協会賞技術部門を受賞した読売新聞東京本社は、2015 年 1 月に国内で初めて新

聞印刷輪転機に適応した完全無処理 CTP プレート（無処理版）を実用化した。2014 年 3 月から

約 1 年間かけてテスト印刷を行う中で、従来版の生産性、操作性を保ったまま、20 万部以上の

耐刷力を持つ無処理版を実現した。無処理版は自動現像機が不要となり、廃液が一切排出されな

い刷版制作技術であることから、環境負荷低減が可能となった 

・実用化から約 1年半で 4つの新聞社が印刷工場で導入しており、さらに複数の新聞社が導入を検

討。先行導入した新聞社に同業他社が視察に訪れる例が絶えない。機器更新のタイミングに合わ

せて導入する新聞社が多いと考えられるため「一気に」というわけにはいかないが、環境負荷低

減の新技術が業界内で広がることは確実である 

 

（取組実績の考察） 

 

 

 

（４） 2016 年度以降の取組予定 

 

 

 革新的技術 導入時期 削減見込量 

1    

2    

3    
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Ⅶ．情報発信、その他 

（１） 情報発信 

① 業界団体における取組 

取組 

発表対象：該当するものに

「○」 

業界内限定 一般公開 

環境対策実務担当者を対象とした研修会を年１回開催。自主

行動計画の進捗状況について報告し、理解を深めてもらうほ

か、行政やエネルギーの専門家等の講演を設けて啓発してい

る。 

○  

ウェブサイトに「新聞界における環境への取り組み」という

ページを設け、環境省への報告を含む自主行動計画関連の文

書を掲載しているほか、会員新聞社の環境関連ウェブサイト

を紹介している。 

http://www.pressnet.or.jp/about/environment/ 

 ○ 

   

   

   

 

＜具体的な取組事例の紹介＞ 

 

 

 

② 個社における取組 

取組 

発表対象：該当するものに

「○」 

企業内部 一般向け 

環境報告書を社内配布、コーポレートサイトで公開 ○ ○ 

環境対策会議、社内イントラネット、社内報で告知、啓発 ○  

環境対策委員会の内容を社内報で周知 ○  

取り組みの社内ＨＰ掲載、行政ポスターの掲示 ○  

 

 

 

＜具体的な取組事例の紹介＞ 
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③ 学術的な評価・分析への貢献 

 

 

 

 

（２） 検証の実施状況 

① 計画策定・実施時におけるデータ・定量分析等に関する第三者検証の有無 

 

検証実施者 内容 

■ 政府の審議会  

□ 経団連第三者評価委員会  

□ 業界独自に第三者（有識者、研究 

   機関、審査機関等）に依頼 

□ 計画策定 

□ 実績データの確認 

□ 削減効果等の評価 

□ その他（                      ） 

 

② （①で「業界独自に第三者（有識者、研究機関、審査機関等）に依頼」を選択した場合） 

団体ホームページ等における検証実施の事実の公表の有無 

 

■ 無し  

□ 有り 
掲載場所： 

 

 

 


